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1 ．は じめ に

　現在の 化学プ ラ ン トの 耐震 設計 は，主に 高圧 ガ ス 設備

等耐震骰骭基準 （通 産省 改正告 示 143 号）の 設計方法 に

準拠 して 行われて い る。同告示 に お い て は， 「プ ラ ン ト

の 損傷あるい は機能喪失 に よるプ ラ ン ト外の 被害を最小

限に と どめ る亅 こ と を 目標 に ，
「供用期間中に発生す る

確率の 高い 地震動 亅 お よ び 「供用 期閥中に発 生する確率

が低い 直 下型，海 溝 型 の 巨 大地 震 に よる 高い レ ベ ル の 地

震動亅の 2 レ ベ ル の 地 震 動 につ い て 保有すべ き耐 震性 能

が規定されて い る。同告示の 耐震 目標は，公 衆の 安全を

確 保す るこ とにあ る 。

　 企 業の 社会的責任 が 問わ れ る今，公 衆の 安全確保は最

重要躁題 で あ る が，　 「製 品 供 給 の 確 保 亅 ， 「酘 備 の 維 持

お よび被害の 抽止 亅 とい っ た 企 業活動の 持続性も求 め ら

れ て い る 。 今後は ， 耐 震設 計 に 関 して ， 従来 の r安全性

の 確保亅 に加 え，　 「運転性能 の 確保』 が 企業 に求 め られ

る よ うに なる と考え られ る。
　運転性能の 確保の た め の 施策には ， 地震被害を鉚止す

る 「リス ク コ ン トロ ール 」 と，被災後の 運 転資金を補填

する 「リス クフ ァ イ ナ ン ス 亅 とがあ り，これ らを組 み 合

わせ る こ とが 実際的で あ る が，リス ク フ ァ イナ ン ス の 負

荷を軽減するた め に も，ま ず リス ク コ ン トロ ール を実施

す る こ とが重 要 で あ る 。 な お ，リス ク コ ン トロ
ー

ル の 具

体策 と して は ，新規物件で あれ ば設 計地 震動 レベ ル の 引

き上げ，既 存物件 で あれ ば耐 震 補強 が挙 げ られ る。

　と こ ろで，安全 性 の 確 保 に 関 して は 冒頭で 述 べ た よ う

に，通産省改正 告示 143 号 で 規定されて い る の に対 し ，

運転性能 の 確 保 にっ い て は 明確 な性 能 規 定 は な い。した

が っ て ， 安全 性 を確保す る とい う条件を満たすならば，
運 転性能の 確保 につ い て は 企業経営者の 判断 に よ り性能

規定を行 う必 要 が あ る 。 性 能 規定 の 方 法 と して は，例え

ば，ライ フ サ イ ク ル コ ス トを 最小 化す る よ うな耐震性能

評 価が 近 年 で は 注 目 され て お り， 費用 と便益 の 観 点か ら

性 能の 妥当性が 検討され る ように なっ て きた。
　 しか し，プ ラ ン ト構 造 物 は，そ の 機 能 の 複 雑 さに よ り，
耐震施策 と耐震性能 の 向上 との 闃係 が明確で はない 。 そ

の た め ， 耐震投資額 と耐 震性 能 向 上 とを関連付け る必 要

が あ り，さ らに，最適な耐震施策で な くて はな らな い。
こ こ で

，　 「最適な耐震施策」 とは 費用対効果 が 最大 とな

る施策を示 し ， 株主 へ の 説明貴任 とい う観点か らも重要

なもの で ある。
　本研究で は，運 転性能 の 確保 に着 員 して化 学プラン ト

の 最適瞰震投資を実現す る た め に，その 前提 となる最適

耐震施策 の 策定方法 を 提 案 ・検討 す る。

2 ．評価方法の枠組み

　本研究で 提案す る評価方法 は ， 股備 の 耐 震対策の投 資

額 ， お よび 地震時 の 運転性能 の レ ベ ル （地震後の 再運転

まで の 期間 ま た は補修の 要 否 な ど｝を仮定す る こ とに よ

り， 対 策 の 必 要な箇所 と補強 の 程度が設定で きる もの で

あ る。
　 この 評価は 次の よ うな手順 で 行 う。まず地 震に よ る被

害を 運転性能 の 観 点 か ら 考 慮 した損傷程度の 階級分け

（以 下 ， 損傷 レ ベ ル ） を仮 定す る。仮定 した損傷 レペ ル

ご との フ ォ
ー

ル ト・ツ リーを ， 設 備 の 部材に生 じる設備
の 性能を損な う要 因 似 下 ， 損 傷 モ ード） を基 本事象 と

して 作成す る 。 さ らに ， 損傷 モ ードに対応する耐震補強

対策の 費用を概算 し，こ れ を用 い て フ ォ
ール ト・ツ リー

全体の 対 策費用 を算定するe

　最終 的 には ，損傷 レベ ル ご と の 地 震 の 地 表面 にお ける

震度に 対す る対策費 用 の 関係 お よび 耐震性能向上 に対す

る対策費用 の 関 係 を 明 らか に し，耐震 対策の 評価に適用

す る 。
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　評面手 順を図 1 の 醇価 フ ロ
ー−IC， ま た評価 フ ロ

ー
の 説

明 を以下 の 箇条書きに 示す。

團 1　評価 フ 囗 一

  地 畏損傷 レベル の 殿定 ： プ ラ ン ト全体の 地 震に よ

　る被害を運転性能 の 観 点か ら耐 震性能を 評価す るた

　め，変形程 度お よ び損傷程度 か ら判断 して ， 運転状

　況 お よび補修の 要否 を推定 し ， そ れらを尺度と して，

　プ ラン トの 全体も含む対象設備 iこ損傷 レベ ル を股定

　す る。

  対 象 殴 備の 選択 ： プ ラ ン ト全 体 の 運 転性能 に よ る

　損傷 レベ ル を決 定す る ときの プ ラン F の 運 転 に支配

　的 な設備で，対 策を実施す る対 象 の 範囲は，単独 の

　設備か ら単
一プ ロ セ ス の まとま りと して の ユ ニ ッ ト，

　 さらにユ ニ ッ ト集合体 で あ る プ ラ ン トの 全設 備ま で

　が考 え られ る。こ こで は，醇価対象 とする設 備お よ

　び範囲 を選 択する。
  損傷モ

ードの 抽 出 ：対象 とす る 股備 に お い て、損

　傷モ
ー

ドを過去 の 震災事例 ， 文 献等か ら抽 出す る。

　 それらの損傷モ
ードは，地 震 応答 の 許容値 で 閾値 を

　設定す る。

  各損傷 モ
ードで 許 容する 地表面震度の 殴定 ： 対象

　 とす る設備 の 地震応答解析 を行 い
， 応答が許容値 に

　 なる 地 震動の 大きさの 算定を行 う。

　　 こ の 算定され た 地 震 動 の 大 き さの 指標 と して，地

　 表 面 にお ける震度 （地表面用 に算定された加速度を

　 重力加速度で割 っ たもの。以下，地表 面震度｝を用

　 い る 。

  攅鯖 レ ベ ル ご と の フ ォ
ール ．ト ・ツ リ

ー
（F了）の 作

　nt　： プラン トの よ うな多 くの 部材 ， 部品 で構成され

　る構造物の損傷モ
ードを 抽出 す る た め，因果 関係 ・

　発 生過程の よ うな定性的な分析 と確率計算に よる定

　 量的な分析を両立 する手段 で あ る フ ォ
ール ト・ツ リ

　ー （以下、FT） を用 い る。本評価法で は，基本事象

　 と して の損傷モ
ー

ドと ， 殴備 と して の 損傷事象 との

　関連 付 け を行 うた め ，APIDゲートま た は OR ゲ
ー

ト

　 を活網 して FT を作成す る 。

　　こ の 阿 は，対 象設 備並び に 設備 とし て の 損傷事

　象 （以 下 ， 設備 の 損傷事象）ごとに作成 される。

  損懾 レベ ル ごと の 「支配す る損傷 モ
ード」 の 抽

　 出 ； 対象とす る設備 の 損傷事象を決定 して い る損傷

　 モ
ー

ドを知 るた め ， 損傷 レベ ル ご との m を 用 い て ．

　 設 備 の 損傷事象 を 決 定 す る 要 因 となる 損傷 モ
ード

　　似 下 ，
「支配す る損傷 モ

ー
ド」 ） の 抽出を行 う。

  損傷モードの 対策費用 と耐震性能向上率 の 設定 ：

　 損傷モ
ー

ドご とに費用 対 効果が 最大の 耐震 対策 を設

　 定 し， そ の 耐 震対 策 に よ っ て 向上 した 耐 震性能 と、

　 対策前の 耐震性能 と の比 串 か ら求 め る割合を耐 震注

　 能向上串 とする 。

　　次 に設備全 体の 耐震対策を考えた場合 ， 損傷 レベ

　 ル ご とに 「支配 す る損傷モ
ード」 の 許容す る 地表面

　 震度の 内，最 も小 さい 地表面震度 と損傷 レベ ル を股

　 定 した耐震対策 の 目標 となる地袈 面 震度の 比 串か ら

　 設 備全体 として の 耐 震 性 能向上率を求め る 。

　　 さらに，損傷モ ー ドご との 醸 性能 向上率 は，耐

　 震対策に か か る費用 と， 対 策結 果 と して の 耐震 性 能

　 の 向上割合か ら 「単価当 りの 耐震性能 向上率亅 を求

　　める 。

  対策 費用 と耐震性能向 上 率 との 鬨係 の 構za：rc に

　 基づ き，損傷 レ ベ ル ご と に 「支配す る損 優 モ ード」

　 と 「単 価当 りの 弼震性能向上 率 」 か ら、損傷 レベ ル

　 ご との 地表面震度と対策費用および耐震性能 向上 率

　 と対 策費用 の 関係を算定 す る 。

　　 こ の 場合，対象設備 と して の 全体 の 対策費用は

　　「支配 する損傷モ
ード」 の 対 策 費 用 の 総 和 と して 算

　 定する。　　　　　　　　　　　 ・

3 ．耐震評価実施に おける FT作成

本研究で は ， 前 章で 提案 し た 「評価方 法 の 枠組 み 亅

を実際の 般備を対象 と して FTの 作 成 まで を検討 した 。

（1｝損優レペ ル の 殴定 と対 象 設備の選 択

　運 転性能 の 観点か ら耐震性能を評価 した損傷レベ ル の

設定事例 を表 1 に示 す 。 こ の 表で は ， 対象設備に お け る

具体的な損傷事例 に つ い て も例示 し た。

　本研究で は対象設備 として 化学プ ラ ン トに お け る 代衷

的 な設備 で ある ス カートを有す る 自立 式 の 塔 類 （以 下，
ス カ

ー
ト支持塔） を対象股 備 と した。 対象設備の 外 形 を

図 2 に示す。

（2）擾傷モードの 抽出 お よびそ れ らの 地 表面 震匿

　本設 備 の 耐震設計は高圧 ガ ス 設備等耐震設 計基準 （通

産省改正 告示 143号 ） （以 下，耐震告示 ）を適用 して い る

た め，損傷モ
ー

ドは 「耐震告示 の 指針
3亅に 定義 されて い

る塑性串 評価法で 照査 が求 め られ て い る損 傷 モ
ー

ド亅 な

一134 一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

る。許容値は耐震告示 の塑性率評価法に基づ き，損傷 レ

ベ ル ご とに許 容塑性率 で 与え る こ とに な る e

表 1損傷 レベ ル の 定義

　　　闘　瞳

瞰
風勁 4 ル 魯　　 墨傷レベル 2 慣臨 レベ ル 3 鵬 レペル 6

鰍
　　　　　　　　降伝 騨 醤せ少し燈
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図 2 対 象設 備 （ス カ
ー

ト支持塔） の 概竪

対象殻備の 損傷 レベ ル お よび 損傷モ ードごとの 許 容 さ

れ る地表面震度は ， 耐震告示 に準拠 して レベ ル 2 耐震性

能評価法を適用 して 算定す る，具体 的 に は 高 圧 ガ ス 設備

等耐 震設 計指針 Stの 方法を適用 し，塔及 び基礎共に応答

解析方 法はエ ネル ギー法 を 用 い る。た だ し，エ ネ ル ギー

法の うち塔につ い て は 塑性串評価法を， ま た基礎に っ い

て は保有耐力評価法を 適用 して い る 。

　本研究における実施手順 は 以下の 通 り とす る 。 地 表面

に お け る水 平震度を仮定 し ， そ の 震度で 塔 の 応答解析を

実施 し，塔の 各部位 の 応答塑性率を 求 め る と共 に 基 礎へ

の ロ ーディ ン グデータ を作成す る。次 に そ の ロ
ー

デ ィ ン

グデータ及び基 礎 自体 にか か る地 震荷 重 を考慮 して 基礎

の 応答値を算出す る 。 こ こ で ， 基礎 に 関 して は ， そ め応
答値を 「上記 指針 の レベ ル 1地 震動 に対 す る耐震性能評

価 で 用 い る許容応力設計法で の 許容値 」 で 除 した値を応

答塑性串と仮定す る。結果 として ，塔 お よび 基礎共に 損

傷 レ ベ ル ごとに各損傷モ ードの 許容 され る地表面震度を，
応 答 塑性 率 と許容 塑 性 率 が一致 す る 時 の 値 と して 算 定 し

た 。

算定結果を表 2 に示す 。 評価部位は ， 表 2 で 示 し た塔

と基礎 の 損傷モ
ードを股 定 した部位 とした。

設 2　各損偈 モ
ードの地表面 震度

（3）町 を用いた地震損傷 度の 騨価

　こ こ で は，損傷 レベ ル 1 お よび 4 に対応 した FT を図

3，4 に示 す。

杭体の 抗 体の 　「嵎 郁のせ 下踏 瀬の せ 下翊 価の せ

硴細練 　Cl張絃 ん 断応 力 ・
ん 断応力 ・ん断 応力

・
応力度 応力度 外俑椀断面 第二抗断而 内餌杭断蒔

図 3 損傷レベ ル 1の ス カート支持塔の Fr

　この FT に は基本事象を前節 に示 した損傷モ
ー

ドとし，
中間事 象 を塔 自体 の 損 傷，塔 を支持 す る基 礎及 び 杭の 損

傷，並 びに塔 と基礎を接続す るア ン カーボル ト自体とア
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ン カーポル ト定着部の 損傷と した。設備 の 損傷事象は損

傷 が 発 生 する 損傷 状態 を想定 し，主 に地震時に発生する

残留変形の 観点か らま とめた も の で ある。こ れ は ， 化 学

プラ ン トの 平底円筒形貯槽を除く塔糟類 で は，地震時の

内溶液の 漏 洩事故 は，本体の 亀製等が原因で はな く塔 槽

類の 相対変位 が原因となる ケース が 多 い た め で あ る。

垳の 転惆

o

塔 の 頓斜 ア ン カ
ー部 破壊

幸 十

アン カ
ー・ル ト． ア ン カー、ル ト

塔 の 由がり プ レート破垠 の 定聯 邸酸螻

● ●

胴 の 曲がり
ス カー
　曲がり

の

十

に保 る降伏

鰻 ボ ル ト ベ ース ブ レ
ー

崖礎ボル

の 引彊 降伏 トの 曲げ降伏 トの 引抜
　　　　　　に 係る降伏 　　きカ

居礎の 蔭斜

馴 の 引張 胴の臣 縮ス カートの

降伏に 係 座屈に係 雁 柮座爛 に

る降伏 　 る飾侃 係る降伏

十

抗の 沈み ・ に よる

機俺 の破曖

’
婁

フ
ーつ

L
ン

　 け楓確 護

の

き1二が り

● 十 ●

椀の絃壊 杭との 棲 合蹄 の

椀 の 　 杭の
7一テ ン グ確壌

押込み 引載 き
反 力　 反力 o ●

ド端瀏iの せ

ん 断応 力 ・
　 桜 而

卜端 筋
の 必要

鉄 筋量

　 腕体の 　杭体の ト踏離のせ r鑓 師の せ ド描蹄 のせ

　 Hank 　引彊縁 ん 断慮力 ・
ん断応力

・ん断応 力 ・
　 応力度 応 力度 外駟杭断面 第．；杭断葡 内側抗断面

図4 損傷レベ ル 4の ス カート支 持塔の Fr

4 の 損傷は ， 大きな損傷に関 連す る と想定 され る限 られ

た損傷 モ
ードが大 きな 影響を及 ぼ すよ うな FT が構 築 で

き た 。

4 ．まとめ

　本 研 究で は ，化学 プ ラ ン トの 地震 リ ス ク を運 転性能

の 観点か らの 地震 リス ク マ ネ ジ メ ン トを可能 にす るた め

の 評 価方法の 開 発 を 目指 して い る 。 本研究で 提案する騨

価方法にお い て は，　「運転性 能 を考慮 した損 傷 レベ ル の

設 定 J 損傷モ
ードの 特定 を行 い ，フ t 一ル ト・ツ リーを

活凧 して 、耐震対策費用 と耐震性能向上 率 の 関係 を求め

る」 い わゆる評 価の 枠組 み の 提 示 を行 っ た。さらに ，ス

カート支持塔に つ い て 本評 価方法を適用 し ， 運 転性能を

考慮 した損傷 レベ ル の 設 定，損傷 モ ードの 特 定，および

フ ォ
ー

ル ト・ツ リーの 作成を行っ た p

　以上の 検討を通 し，以下の成果を得た 。

a）運転性能を考慮 し た 耐震対策 に お い て s 耐震柱能の

　　目標 レ ベ ル や、限 られ た 投資 で き る耐震対 策費用か

　　ら耐 震 対策の 方針 を 決 め る上 で、必 要 な情報が提 供

　　可 能な評価方法の 枠組 み を提示 した 。

b）変形程度， 運転状況，損傷程度 ， 補修 の 要否の 観点

　　か ら損傷 レ ベ ル を定義 した事例を示 した 。

c）耐震告示 の 考え方 に 基づ き，損傷 モ ードを設定 した。

d）耐震告示 の 設 計方法 に 準拠 して 地 表面加速度ご との

　　応答解析を行い ，損傷 レ ペ ル ご とに各損傷モ
ー

ドの

　　地震動に対す る耐力 の 指標 と して 地 表面 震度 を算定

　 　 した。
e）事例にお い て ANDゲート及び ORゲートの 使い 分け を

　　行 い 、損傷 レベ ル ごとの フ ォ
ー

ル ト ・ツ リーを作成

　　 した 。

　今後 は，本評価方 法 に よる ス カ
ート支 持 塔に 対する検

討 を継続する。他 の 設備等に対 して も適用可能 で あ るこ

とを確器 し，本 評価 方 法 の 適 用範囲 を単独股備 か らユ ニ

ッ トプ ロ セ ス へ ，さらに プ ラ ン ト全体 に適用す る方 法 に

つ い て 検討す る。
こ の 手 法｝こよ り企 業 経 営の 観点か らか

プラ ン ト全体として の 地 震 リス ク を考 え ， 生 産 性能 に着

目 した化学プ ラ ン トの 耐震対 策 の 実施 に 当っ て の 意思 決

定情 報 を提供す る こ とを 目指す。

（4｝考察

　表 1 の損傷 レベ ル の 定義は ， 過 去 の 震災事例 お よび ガ

ス パ イ ブ ライ ン設備の 耐 震設謙 の ガイ ドライ ン
S，を参考

に して ，地震時 の 運 転の 停止，運転再開ま で の 期 間 など

を検討 し ， 損傷に伴 う補修 の 要否 お よ び 補修期間等 を設

定 し た。
　Fr 作成 に用い たス カ

ート支持 塔は ， 十分な耐震性能

が確保 され て い る例 で あ り，表 2 に 示 す よ うに，各損傷

モ ードの 地表面震度は ， 降伏変位に達する程度（損傷レ

ベ ル 1）で ， q32 〜 1．75 で あ り，許 容 塑 性 限 界程 度 （損傷

レ ペ ル 4）で は，O．62 以 上の 値 となる。しか しなが ら，

建 設年 が 1981年に制定 され た 高 圧 ガ ス 設 備 等耐震設計

基 準（告示 515 号｝以前の 設備に つ い て は適用法規 が異 な

る た め評価例と同等な耐震性能 を保有 して い る こ とは期

待 で きない 。
　図 3 及び 4 の Fr の 作成で は，損傷 レ ベ ル に よ る設備

の 損傷の 程度 を設定 し， その 損傷 に影響を与え る損傷モ

ードを推定 し，】rr の 作成を行 っ た 。 そ の 結果，損傷 レ

ベ ル 1の 損傷は ， 多くの 損傷モ
ー

ドが 係 り，損傷 レベ ル
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